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研究要旨

【目的】本研究は、OECD が策定した A System of Health Accounts（SHA）におけるヘ

ルスケア機能別分類（Classification of Health Care Functions：ICHA-HC）のうち、HC.6
Preventive care（予防ケア）に分類される学校保健関連支出を対象とし、日本における当

該支出の把握および推計手法について探索的に検討することを目的とした。

【方法】日本における学校保健分野の主要な制度および取組みの全体像を概観した上で、

現行の SHA 推計において計上すべき支出項目について、既存の推計の確認を行いつつ、

整理・精査を行った。その過程において、主要な予防的取組として、SHA2011 マニュア

ルおける「HC. 6.4 健康状態モニタリング」に該当する「学校健康診断」、「養護教諭等の

報酬」ならびに「学校医の報酬（幼稚園・大学）」を推計対象とし、これらの支出につい

て、公的統計等を用いて推計に必要なデータを収集した。さらに、推計手法および分類の

妥当性については、OECD の SHA 担当者への確認を行った。

【結果】推計の結果、学校健康診断に係る支出は 754 百万円、養護教諭等の報酬は 210,456
百万円、学校医の報酬（幼稚園・大学）は 17,485 百万円と算出された。

【考察・結論】今回の試算により、SHA 推計の HC6.予防ケアにおいて、約 2,287億円規

模の学校保健関連支出が計上され得ることが示された。特に、養護教諭等の報酬が大きな

割合を占めており、養護教諭の制度的配置は国際的にみても日本に特徴的であり、学校保

健における予防的取組みが比較的手厚く実施されている状況がうかがえる。本推計は一定

の前提条件に基づく暫定的な試算であるが、今後は実務上の制約や国際的な比較可能性に

留意しつつ、継続的に実施可能な推計方法の検討を進めることが求められる。

A．研究目的 
本研究は、 OECD が策定した A 

System of Health Accounts（SHA）

における三つのドメインの一つである

ヘルスケア機能の分類（Classification
of Health Care Functions ：

ICHA-HC）のうち、HC.6 Preventive
care（予防ケア）に分類される学校保

健関連支出を対象とし、日本における

当該支出の把握および推計手法につい

て探索的に検討することを目的とした。 

学校保健は、児童生徒の健康状態の把

握および疾病の予防・早期発見を目的

とした重要な予防的取組みであり、予

防ケアに関する支出の全体像を把握す

る上で、その位置づけを明確にするこ

とが求められる。しかし、既存の SHA
推計においては、「学校医の報酬（小学

校、中学校、高校）」が計上されている

一方で、その他の関連支出に係る把握

については課題があった。そこで本研

究では、SHA 推計の定義を踏まえつつ



学校保健分野における支出項目を対象

として、これらを SHA の枠組みに即

して整理・分類し、継続的な把握に資

する推計手法について探索的に検討を

行うこととした。

B．研究方法  
 日本における学校保健分野の主要な

制度および取組みの全体像を概観し、

各種公衆衛生活動が果たしている予防

的機能の位置づけを明確にした。次に、

現行の SHA推計において HC.6 予防ケ

アとして計上されている学校保健関連

支出の推計方法を確認した。その上で、

SHA 推 計 の 精 緻 化 に 向 け て 、  

SHA2011 マニュアルおける「HC. 6.4
健康状態モニタリング」に該当する「学

校健康診断」、「養護教諭等の報酬」な

らびに「学校医の報酬（幼稚園・大学）」

に着目し、公的統計等を用いて推計に

必要なデータの収集および整理を行っ

た。さらに、推計手法および分類の妥

当性については、OECD の SHA 担当

者への確認を通じて検証を行った。

（倫理面への配慮）

該当なし

C．研究成果  
「学校健康診断」については、就学

児の健康診断および児童生徒等の健康

診断を対象とし、それぞれの単位費用

および対象人数に基づいて推計を行っ

た。その結果、学校健康診断に係る支

出は 754 百万円と算出された。  
「養護教諭等の報酬」については、

養護教諭および養護助教諭の報酬を対

象とし、平均年収および人数を用いて

推計を行った。その結果、養護教諭等の

報酬は 210,456 百万円と算出された。

なお、本推計は、小学校における平均

年収を他の学校区分の養護教諭・養護

助教諭にも適用したことや、兼務者を

0.5 人として換算するなど、いくつか

の仮定に基づく試算である。

「学校医の報酬（幼稚園・大学）」

については、既存の SHA 推計と同様

に、単位費用および学校数を用いて推

計を行い、17,485 百万円と算出された。

ただし、幼稚園および幼保連携型認定

こども園については小学校費の単位費

用を、大学・短期大学・高等専門学校

については中学校費の単位費用をそれ

ぞれ準用することにより試算を行った。 

D．考察  
本研究により、これまで SHA 推計

において集計すべき項目の精査が進み、

学校保健分野の予防的支出について、

具体的な推計対象および金額規模を示

すことができた。特に、養護教諭の配

置は国際的にみても日本に特徴的な制

度であり、人的資源を基盤とした予防

的取組みが学校保健の重要な要素とな 

っていることを示唆している。一方で、

本研究における推計は、一定の前提条

件に基づく試算となっており、現時点

における暫定的な推計として位置づけ

られる。

E．結論 
今回の試算により、SHA 推計の HC6.

予防ケアにおいて、約 2,287 億円規模

の学校保健関連支出が計上され得ること

が示された。今後は、実務上の制約や国

際的な比較可能性に留意しつつ、継続的

に実施可能な推計方法の検討を進めるこ

とが求められる。
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